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先日配布しました「ひろば」10 月号の冒頭で、契約職員に向けた「労働契約を一方的に変更されないため

にも組合へ加入しましょう」との呼び掛けを行ないました。 
その中で、大学による労働条件の一方的な不利益変更を問題として、組合がその撤回を求めたのに対して、

大学から以下の回答（ポイント）があったことをご紹介しました。 
 
●変更後の労働条件通知書を受け取り、異議が出されずに時間が経過している。したがって、変更後の労働契
約内容である労働条件については本人の同意を得たものと考えている。 
 
この大学回答（ポイント）に対する異論の要点は「ひろば」で述べたところですが、社会的に労働条件変更

の際の労働者の「同意（合意）」をどのように判断しているかについて、専門家の見解と幾つかの判決をご紹
介しますので、参考にしていただけたらと思います。 
因みに、「②京都広告事件」の判決では、賃金引下げの実施からおよそ 7 年後の労働者の異議申し立てを地

裁・高裁とも有効とし、会社側の上告が最高裁で棄却され、確定しています。 
 
(1)和田肇（名古屋大学大学院法学研究科教授）（西谷敏・野田進・和田肇編『労働基準法・労働契約法』
（2012 年 10 月 10 日発行）日本評論社より。なお、広島大学で労働法が専門の緒方教授、三井教授とも本書籍の著者の一

人となっています。）） 

 
一般に労働契約当事者間の合意が成立するためには、「労働者の自由な意思に基づいてされたものであると

認めるに足りる合理的な理由が客観的に存在する」ことが必要である（例えば前掲アーク証券事件・東京地判
平 12･1･31、前掲更生会社三井埠頭事件・東京高判平 12･12･27）。この法理は、もともと労働者が退職金債権
を放棄する旨の意思表示の有効性を判断するものとして展開されたが（シンガー・ソーイング・メシーン事件・
最二小判昭 48･1･19 民集 27 巻 1 号 27 頁）、使用者が労働者の同意を得てなす相殺についても適用されるよう
になっている（日新製鋼事件・最二小判平 2･11･26 民集 44 巻 8 号 1085 頁）。かくして、同法理は、労働契約
当事者間の合意一般について適用される法理ということができる。 
労働者の自由な意思が働いているといえるためには、一定の条件が備わっている必要がある。かつては、契

約書の存在を根拠に労働条件変更に関する合意の成立を認める裁判例があった（例えば千代田工業事件・大阪
高判平 2･3･8 労判 575 号 59 頁）。しかし、最近の裁判例では、使用者から十分な情報提供あるいは説明がされ
ていること、そして労働者が内容を十分に理解した上で意思表示（通常は明示的な）を行っていることが強調
されている。 
 
(2)いくつかの判決例 
 

①アーク証券（本訴）事件 東京地裁平成 12 年 1 月 31 日判決 
この事件は、業績不振を理由として管理職（課長）から降格され、賃金を減額されたことに対して、労働者

（原告）が会社（被告）を訴えたものである。この判決文に以下のようにある。 
 
２ 黙示の承諾又は同意について 

（略）賃金の引下げについても、労働者がその自由な意思に基づきこれに同意し、かつ、この同意が労働者の
自由な意思に基づいてされたものであると認めるに足りる合理的な理由が客観的に存在することを要するも
のと解するのが相当である。 
被告は、殊に平成四年五月及び平成五年五月の賃金変更について、原告らが特に異議等を申し立てず、各査

定時期には自己申告書を被告に提出するなど現状を肯定して従前どおりの就業を続けていたことを理由に、黙
示に承諾した旨主張し、また、課長以上管理職の給与を一律カットしたことについて、被告の営業成績が悪化
し、危機的状況にあるところから、課長以上の管理職及び役員の奮起を促すために行われたものであり、事前
に被告の代表取締役が放送し、役員が直接の部課長に協力を求め、全員異議なくこれに応じたことを理由に、

労 働 条 件 変 更 の 同 意 に つ い て   



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

原告らが同意した旨主張するが、これらの主張の趣旨は、要するに、被告が決定した内容について原告らが
明示的に異議を述べなかったことが黙示の承諾又は同意に当たるというものである。しかしながら、被告の
主張するような事実を理由に原告らがその自由な意思に基づきこれに同意したものということはできない
し、この同意が原告らの自由な意志に基づいてされたものであると認めるに足りる合理的な理由が客観的に
存在するということもできない。 
被告の右主張は採用できない。 

 
②京都広告事件 大阪高裁平成 3年 12 月 25 日判決（平 5･3･26 最二小判 上告棄却） 

この事件は、会社（Ｙ）によって基本給を減額された労働者（Ｘ）が、Ｙに対し、基本給と現実に支払わ
れた額の差額の支払等を求めたもので、一審の京都地裁で敗訴したＹが控訴したものである。 
まず、判決文におけるＹ（控訴人）の主張に以下がある。 

 
被控訴人主張の賃金の減少は、昭和五七年一月のことであり、被控訴人が昭和六三年一二月に調停を

申し立てるより七年も前のことである。その間、被控訴人は、賃金の明細を知らなかったのでもなく、
受領しなかったのでもないし、異議を述べたり、差額の請求をしたこともない。被控訴人は、賃金変化
の都度、控訴人の役員からその理由の説明を受けて、その賃金を異議を留めず受領し、冷遇されたと不
満をもっても、ふてくされて営業成績を落とすだけの状態で七年間を経過してきたのである。このよう
な経過をみれば、被控訴人は、賃金の減少に黙示の承諾をしたというべきである。 

 
このＹの主張に対して、判決理由に以下のようにある。 
 
控訴人は、賃金の減額について、被控訴人が黙示の承諾をした旨主張するが、使用者が一方的に賃金

を減額したのに対して労働者が不満ながら異議を述べずにこれを受領してきたからといって、これをも
って賃金の減額に労働者が黙示の承諾をしたとはいえないのであって、本件においても、被控訴人の黙
示の承諾を認めることができないのは、引用の原判決が説示するとおりである。 

 
③中根製作所賃金請求事件 東京地裁平成 11 年 8 月 20 日 事件番号 平成 10（ワ）9314 

この事件は、会社（被告）によって給与を減額された労働者（原告）が、会社に対して賃金差額等を請求
したもので、敗訴した会社側が控訴した二審の東京高裁でも会社側が敗訴し、そして、最高裁は上告棄却と
して、一審の判決内容が認定されたものである。 
この判決文に以下のようにある。 

 
被告は、平成八年一二月六日に給与を支給した際、給料袋に減額後の給与を明示し、意見があれば被

告に対し申出て欲しい旨記載した通知書（乙二）を同封し、その後原告ら及び亡 h から異議を述べられ
たことはない事実をもって、原告ら及び亡 hは本件給与減額措置に同意していた旨主張する。 

しかし、………（中略）……… 原告ら及び亡 hは本件訴訟を提起したことなどの事実に照らせば、原
告ら及び亡 h が異議を述べなかったことをもって、原告ら及び亡 h が本件給与減額措置に同意したもの
ということはできない。 

 
なお、上記の判決以外にも、労働者の「自由な意思に基づくものであると認めるに足る合理的な理由が客

観的に存在して」（シンガー・ソーイング・メシーン事件・最二小判昭 48･1･19）いないとして、同様に「黙
示の同意」を否定する判決が多数存在しています。（文責 小薮） 
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２０１５年度会議スケジュール① 四役会議、執行委員会 （仮固定） 

●会議時間 ◎四役会議 １８：３０～２０：３０（予定） ／ ◎執行委員会 １８：３０～２０：３０（予定） 

●会議場所 四役会議／執行委員会とも、東広島組合事務所と霞組合事務所をスカイプでつなぐテレビ会議方式とする。 

●会議日程 基本は、最終週の火曜日を執行委員会、その前の週の火曜日を四役会議とする。（注）    部分はそれと異なる場合 

四役会議／執行委員会 

２０１５年 ８月 １８日（火）／２５日（火）、９月 １６日（水）／２８日（月）、１０月 ２０日（火）／２７日（火）、 

１１月 １７日（火）／２４日（火）、１２月 １５日（火）／２２日（火） 

２０１６年 １月 １９日（火）／２６日（火）、２月 １６日（火）／２３日（火）、３月 ２２日（火）／２９日（火）、４月 １９日（火）／２６日（火） 

５月 ２４日（火）／３１日（火）、６月 ２１日（火）／２８日（火）、７月 １９日（火）／２６日（火） 

２０１６年度定期大会 

２０１６年 ７月３０日（土） １３：００～ 

諸会議スケジュール 

来年 8月までの諸会議のスケジュールを決定（ただし、仮固定）しましたので、お知らせします。 
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２０１５年度会議スケジュール② 支部連絡会議 （仮固定） 

基本は、執行委員会の翌週火曜日を東広島地区、同金曜日を広島地区としています。なお、各支部から、代理を含め、必ず１名

以上の参加をお願いします。（注）    部分はご注意下さい。 

●東広島地区 会議時間帯 １２：１０～１２：５０ 場所 総合科学部 

２０１５年 ９月 １日（火）、１０月 ６日（火）、１１月 ４日（水）、１２月 １日（火）、 

２０１６年 １月 ５日（火）、２月 ２日（火）、３月 １日（火）、４月 ５日（火）、５月１０日（火）、６月 ７日（火）、７月 ５日（火）、 

８月 ９日（火） 

●広島地区 会議時間帯 １９：００～２０：００ 

２０１５年 ９月 ４日（金）霞 、１０月 ９日（金）翠、１１月 ６日（金）東雲、１２月 ４日（金）霞、 

２０１６年 １月 ８日（金）翠、２月 ５日（金）東雲、３月 ４日（金）霞、４月 ８日（金）翠、５月１３日（金）東雲、６月１０日（金）霞、 

７月 ８日（金）翠、８月 ５日（金）東雲 

 

 

 

 

●支部連絡会議の位置づけ 

 

(1)執行委員会議事の報告とその問題・課題等の共有化 

 

(2)執行委員会報告を受けた課題等の具体化に関する討議と対応方針の決定 

 

(3)各支部よりの問題・課題等の提出と討議 

 

(4)各支部の状況の共有化 

組合費規定（1995（平成 7）年 7 月 8 日制定） （2004（平成 16）年 12 月 10 日改訂） 広島大学教職員組合  

（組合費の算定） 

第１条 組合費は、本給月額の 0.5％とする。  

２ 勤務が常勤でない者については、月額 500 円とする。ただし、勤務時間が週 30 時間に満たない者につ
いては、500 円を上限として執行委員会が個別に定めた額とする。  

３ 本給月額の金額に１万円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てる。  

４ 第 1 項の本給月額は、毎年６月のものを基準に決定する。ただし、新規加入者で６月の本給月額を基準
にすることができないものについては、加入月の本給月額を基準とする。  

５ ７月以降に本給が減じた者については、本人の申出により、執行委員会は、組合費の額の算定を変更す
ることができる。  

（組合費の徴収）  

第２条 組合費は、前条により決定された額を、８月から翌年７月まで、毎月徴収する。  

２ 新規加入が月の途中であっても、１か月分の組合費を徴収する。  

３ 脱退が月の途中であっても、その月の組合費は返還しない。  

（支部費）  

第３条 各支部は、この組合費とは別に、支部費を徴収することができる。  

２ 支部費の額および徴収方法等については、各支部が定めるところによる。  

（改正）  

第４条 この規定の改正は、大会の承認を得なければならない。  

附則（２００５年７月３０日改正）  

 
組合費規定に関する内規  広島大学教職員組合  

 

第１条 月給制から年俸制へ移行した組合員の組合費は、移行直前の月給制本給月額の 0.5％とし、基本年
俸が変動したときは当該変動率に応じて再計算する。  

２ 前項において、移行直前の月給制本給月額の金額に１万円未満の端数があるときはその端数金額を切
り捨て、基本年俸が変動したときに再計算する組合費は５０円単位として端数は切り捨てる。  

第２条 組合費規定第１条第２項のただし書きに該当する週３０時間未満勤務の者の組合費は、以下の計算
式で算出した金額とする。  

５００円×週当たり契約時間÷３０時間（100 円未満の端数は切り捨て。ただし、計算した金額 300 円
に満たない場合は 300 円とする。）  

２ 前項の適用において疑義が生じた場合は、書記長が決定する。  

第３条 定年後にフルタイム再雇用者（再雇用職員就業規則の適用者）となった者の組合費は、月額５００
円とする。  

第４条 組合費規定第１条第５項により組合費の減免申請があった場合は、当該減免申請の期間の組合費は以 

下のように扱う。  

(1) 広島大学から本給の支給がある場合は、当該本給額が減じられた割合に相当する組合費の減額を行なう。  

(2) 広島大学から本給の支給がない場合は、組合費を全額免除する。  

(3) 第１号の計算において組合費に１００円未満の端数が生じた場合は、当該端数は切り捨てる。  

組合費規定と組合費規定に関する内規 8 月執行委員会で「組合費規定に関する内規」を改定しましたので、2015

年 10 月現在の「組合費規定」と「組合費規定に関する内規」を改めてお知らせしておきます。  
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発行 広島大学教職員組合（東広島事務所 本部） 

東広島市鏡山 1-7-2（広大西口 西エネルギーセンター内）  

内線（東広島 84）5390 東広島以外からは 84からおかけください。 

TEL/FAX 082-422-7556  

メール union@hiroshima-u.ac.jp 

ホームページ http://home.hiroshima-u.ac.jp/union/ 

 

 

 

 

丸大食品の「ウインターセール」 

大日商事の「家庭用常備薬」 
中国ろうきん「暮らしのアシスト」 

の案内です。（挟み込みチラシ参照）   

どうぞご活用ください！！！！！ 

 

第５条 前条に基づく組合費の額の算定は、書記局に一任する。  

第６条 この内規の解釈に疑義が生じた場合は、執行委員会が決定する。  

第７条 この内規の改廃は、執行委員会が行なう。  

付則  

１．この内規は 2010 年 10 月 27 日より施行する。  

２．改正 2012 年 11 月 28 日 全条  

３．2012 年 11 月 28 日の改正は改正した日より施行する。  

４．改正 2014 年 6 月 26 日 第２条以下  

５．2014 年 6 月 26 日の改正は 2014 年 4 月 1 日に遡って施行する。  

６．改正 2015 年 8 月 25 日 全条  

７．2015 年 8 月 25 日の改正は 2015 年 8 月 1 日に遡って施行する。  
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